
 - 1 -

■ 令和６年度 新潟市総合計画 2030 有識者会議 【住民福祉の向上部会】 

 

                    日時：令和６年８月８日（木）午後２時～４時 

                    会場：市役所本庁舎本館５階 全員協議会室 

 

次第５．議事 

 

○資料１～３について事務局から説明 

 

◆重点戦略６ 誰もが個性と能力を発揮しながら、心豊かに暮らせる社会の実現 

（小倉委員） 

 取組みと実績の２段目、市民活動支援センターの実績について、実感をお伝えします。当

センターは団体登録するとその団体が使用できるようになっており、毎年、利用更新をして

団体数を把握していますが、昨年度末の更新団体は 204 団体でした。昨年からの利用更新の

際に、活動をやめた、もしくは利用更新をしなかった団体が例年より多かった印象がありま

す。その背景として、コロナ禍を経て、活動を再開できた団体と、できなかった団体の差が

大きかったためと感じています。特に高齢者の団体、これまで長く続けてきた団体が活動を

再開させるには、少しパワー不足だったことから、市民活動支援センターの利用登録による

活動をやめた場合が多かったと感じております。その中で、「地域活動に参加した経験のあ

る市民の割合」の実績値は非常に高く出ており、私たちの現場での肌感覚より多いと感じて

います。さらに今、学生たちの世代などは、特に社会貢献、地域の活動に参加したいという

意欲のある学生が多い印象を受けています。そこに向けての支援の方策があると、より広い

世代を受け入れていけると考えており、私たちも、若い世代の市民活動参加を目標に、今、

取り組んでいます。 

 

（市民生活部長） 

 ＮＰＯ団体やコミュニティを作って、社会貢献していきたいという学生たちの声を聞いて

いますが、学生たちはどういう展開をしていけばいいか、どういうきっかけで表に出ていっ

たらいいのか、繋がったらいいのか、ということを模索していると聞いています。私たち市

役所も、きっかけや繋がり作りに力を入れて関わっていきたいと思います。 
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（田中 理絵委員） 

 自治会活動も、30 代の若い自治会長が活躍する地域が出てきています。ＳＮＳを活用し

たり、業務の効率化を図ったりということで、本当に熱心に活動されている方が多くいらっ

しゃいます。ベテランの自治会長たちも、若い自治会長のそういった取組みに注目し、意見

交換したいという声があるなど、影響を受けている部分があるので、ぜひ若い世代の活躍に

ついて、もう少し参加状況をクローズアップして見せることができるといいのではないかと

感じています。 

 次に「課題と今後の展開」の４点目、重層的支援体制整備事業についてです。今年度から

新潟市でも重層的支援体制整備事業が本格実施されました。これまでの分野ごとの取組みを

大事にしながら、より一層、連携をしていこうというもので、社会福祉協議会もその一部を

受託して、コミュニティソーシャルワーカーがその一翼を担っています。この事業は、新し

いことを派手に見せるというものではありませんが、これまでこつこつと行われてきた福祉

分野の連携について、見せ方の工夫ができるいい機会ではないかと捉えています。各分野の

取組みのほか、地域福祉コーディネーターの育成といった新潟市独自のものなど、一生懸命

やっている取組を改めて見せていくことが大事だと思っています。先進的な他自治体におけ

る例として、多職種連携を市がしっかり打ち出したことで、福祉職や福祉職の志望者に向け

て行政が本気だということが伝わり、市内の社会福祉法人や社会福祉協議会の求人に対する

応募が増えたという効果も出ていると聞いています。市内で働こうという人たちの流動や、

働きがいにもつながるほか、新潟市は福祉系の学部、学科のある教育機関も充実しています

ので、ぜひこの辺りも含めて力を入れてほしいと思っています。 

 

（市民生活部長） 

 自治会や町内会、コミュニティ協議会の研修会などがありますので、そういった機会を捉

えて情報共有をしていきます。また、担い手不足についてはその地域によって様々な要因が

あると思いますが、その一つとして、負担が多い、やることが多いという点がありますので、

デジタル化の一例として、電子回覧板の試行など、負担軽減に向け動き始めています。 

 

（福祉部長） 

 先ほどの重層的支援体制整備事業について、補足説明です。地域住民が抱えている課題と

して、８０５０問題や、ダブルケアなどをよく耳にしますが、そうした問題は複雑化、複合

化してきています。従来から行っている高齢者や子ども、障がい者などの分野別の支援では、

どうしてもすき間が生じるため、分野を問わない包括的な支援体制の構築が必要となり、重
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層的支援体制が生まれました。今年度から本格実施となりましたが、実際に動き出すと課題

整理の必要性も見えてきました。今後は、市と社会福祉協議会や地域包括支援センターなど、

機関ごとの役割分担についても検討を進めていきたいと考えております。 

 

（小倉委員） 

 「共創コミュニティ」の形成についてですが、昨年からネットワーク構築事業に取り組ん

でおり、私も西区、西蒲区、南区のコミュニティづくりの中で、アドバイザーやコーディネ

ーターとして関わっています。内容は、30 代、40 代を中心にした地域のプレイヤーの皆さ

んが集まる機会を作り、そこからネットワークが作られたり、化学反応が起きて、新しい地

域課題を解決していくような事例が生まれることを期待して、取り組みを行うものです。昨

年、まずは顔合わせの場づくりを行いました。同じ区内で名前を知っていたり、こういう人

がやっているのだろうと予想がついた部分もありましたが、実際に顔を合わせて話してみる

と、予想していた以上に、それぞれの思いをしっかりと共有して、顔が見える関係ができま

した。これからの展開が期待できる一つのきっかけづくりになったと思っています。それが

今年、また来年、どういうステップアップをするのかはとても大事な部分ですが、行政がこ

うした草の根的な機会を作っていくという点に期待を持ちながら、これからも取り組んでい

きたいと思っています。 

 

◆重点戦略７ 子どもと子育てにやさしいまちづくりと新潟の将来を担う人材の育成 

（小池委員） 

 夫婦が実際に持つ予定の子どもの人数と合計特殊出生率は、必ず一致するものではないと

思いますが、現状、そこが少しかい離しており、ここをどう埋めていくかは、一つの課題か

と思います。一方、重点戦略７「令和５年度の主な取組みと実績」について、子育てにやさ

しいまちづくりという点については色々な記載がありますが、子どもにやさしいという観点

が、正直あまり見られないと感じます。新潟市でも子ども条例が作られ、子どもたちの声を

聞くなど、子どもにとってやさしいまちづくりという観点では非常に力を入れていると思い

ますが、子どもにやさしいという観点について、進捗状況や共有できることがあれば教えて

ください。 

 

（こども未来部長） 

 現在、来年度から始まる子ども計画（仮称）の策定をしており、中学生、高校生のほか、

もう少し上の世代の若者の声を聞く場を多く設けています。具体例を挙げると、中学生につ
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いて、２年前から教育委員会と協力し、各校とオンラインで学校間の意見交換の場を設けて

おります。私も昨年参加しましたが、子どもたちのみの進行で、様々な意見が出ていました。

今年はさらに、夏休みの後半に、高校生の意見交換を予定しています。高校生にはやや大人

向けのテーマとして、少子化について今どう感じているかを話し合ってもらい、市長にその

様子を見てもらう予定です。 

 そのほか、全庁を挙げて子どもたちの意見を様々な施策に活かしてほしいと呼びかけてい

ます。子育て支援は今までどちらかというと、保育園を作る、サービスを増やしていくなど

の施策が多かったところですが、今後は子どもの声を活かしながら、施策を進めていきたい

と思っております。 

 

（小池委員） 

 全市を挙げて子ども施策に取り組んでいくためにも、こうした場やほかの機会で意識を共

有できるとありがたいと思いますので、ぜひよろしくお願いします。10 の重点戦略全てに

おいて、この考え方を浸透させることが必要だと思っています。 

 また、非常に厳しい状況に置かれている子どもや子育て家庭が増えています。そのような

方々への支援体制として、専門性が非常に問われる状況になってきました。先ほどの重層的

支援体制の構築ともつながりますが、複雑な課題を抱える子育て家庭が増えている中で、専

門性を持った人がどこに、どう配置されるかが課題になってくると思います。多くの子ども

たちの声を聞くという点も大事ですが、声の大きさに関係なく、子どもや家庭に求められる

専門性を担保する体制を作っていかないと、子どもたちが育つ環境は非常に弱くなってしま

うのではないかと危惧しています。今後の施策の中でそういう観点を入れていただければあ

りがたいと感じています。 

 

（西原部会長） 

 幼児から小学校、中学校といった、世代間、縦の切れ目がないよう支援していくという必

要性もあると思います。切れ目なく、かつ重層的にやっていく必要があると思いますが、ど

ちらかというと後者の必要性が高いでしょうか。専門的とは、様々な専門職の人たちが関わ

っていくということでしょうか。 

 

（小池委員） 

 それぞれの段階における専門性の担保も必要ですので、縦軸も、横軸も両方必要だと思い

ます。市の子ども計画（仮称）も、国のこども家庭庁も両方の必要性を示しています。両方
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を充実させないと、育つ環境の保証ができない状況になってきていると感じています。 

 

（こども未来部長） 

 今すぐ答えは出せませんが、とても重要な問題だと思っています。市の職員だけでなく、

様々な機関の専門性を活かしながら、家庭や地域などとも連携し、子どもたちと関わってい

くことが必要だと思っています。各所に様々な専門職員を配置していますが、それが効果的

に機能するような関わり方や仕組み、組織などについて、しっかりと考えながら施策を進め

ていきたいと思います。 

 

（田中 理絵委員） 

 「課題と今後の展開」２つ目にある、地域課題を踏まえた総合的な学習についてですが、

私たち社会福祉協議会も、福祉教育の分野から関わる場面が多くあります。そこで民生委員

や地域のために活動・活躍する人を紹介すると、子どもたちは、自分たちのまちにこのよう

に地域に関わっている人がいるんだと、総合的な学習でその人の存在を初めて知ることがあ

ります。「僕もちびっこ民生委員になります」という感想文を書いてくれた子もいました。

このように自分たちに何ができるのか、まちづくりについて主体的に考えてくれる子どもた

ちが増えていくと思うので、より一層の地域連携をお願いしたいと思います。 

 

（丸山教育次長） 

 総合的な学習の時間は大変有意義な活動だと思っています。内容は国際理解、福祉、環境

など様々ですが、テーマとして多くの学校が取り入れているのは、素敵な大人と出会わせる

ということです。ロールモデルとしてこんな大人になりたいといったあこがれを持ってもら

うことで、そのために今何をしていくべきかを考える、キャリア教育にも結びつきます。そ

うした取組をさらに進め、子どもたちが自らそういう大人を見つけにいく段階まで進めてい

くと、より発展した総合的な学習の時間になると思っています。 

 

◆重点戦略８ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現 

（笠木委員） 

 年次有給休暇の取得率について、評価Ａということで、思った以上に有給休暇の取得が進

んでいるという印象があります。労働基準法の改正により平成 31 年度より年５日以上の年

次有給休暇の取得が義務化されたことが、取得が進んだ一番大きな要因だと思います。以前

は年次有給休暇管理簿をつけていなかったり、パートやアルバイトの方に対しても有休付与
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義務があることを知らなかった企業も多くありましたが、法改正以降は、年次有給休暇管理

簿を整備するなど、企業の中で有給休暇に関する意識が変わってきたと思います。この点は、

ワーク・ライフ・バランスにも大きく関わってくると思います。特に若い世代の労働者は、

仕事一辺倒でなく、自分の余暇を楽しみながら働ける企業を探す方が非常に増えているので、

企業としても従来あった、有給休暇を取らずに働くことを良しとする認識を変えていくこと

が必要だと思います。終身雇用という考えは崩れてきており、今後は人材不足も避けては通

れない道だと思いますので、より良い労働条件を提示することが、企業の人材不足への対応

にもなると思います。 

また、企業、特に経営者は仕事をしていると、他の企業やＤＸ化などの情報を取り入れる

ことが難しいという声もあるため、市には、そういった情報提供の場を作るなど、今後も継

続的に支援をしてほしいと思います。 

 

（経済部長） 

 若者が職業に求めるものが変わりつつあるというのは、様々なデータからも読み取れると

ころです。経営者も変わっていかなければならないということで、「求職者から選ばれる企

業になるために」や、ウェルビーイングなどをテーマとした、経営者対象のセミナーを毎年

開催しています。また、昨年度から、働き方改革に取り組む企業間で好事例を横展開し、発

信することを目的に、「新潟市働き方改革推進企業ネットワーク」を構築しました。ただし、

昨年度は参加企業が４社とまだ少ない状況です。働き方改革は企業によっても温度差があり、

まだまだ取り組みが広がっていないという認識もあるので、今年度から来年度にかけ、ネッ

トワーク構築にも力を入れていこうと思っています。 

 

（西原部会長） 

 ある経営者から、企業に勤めながらアスリートとして活躍しているオリンピックのメダリ

ストの話を聞きました。勤務しながら趣味やスポーツで活動し、引退したらまた企業で働く、

こうした自分の趣味などと働くことを両立させるという例が、これからどんどん出てくると

良いのではないかと思います。 

 

（小林委員） 

 政策指標のうち、「勤め先が働きやすい職場であると思う市民の割合」について、どのよ

うな方法で集計をしているか教えてください。 
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（政策調整課長） 

 総合計画の進捗を図るため、無作為抽出の 4,000 人を対象としたアンケート調査を年１回

行っており、その中で、「あなたの勤め先は、働きやすい職場だと思いますか。」という質

問項目を設けています。令和５年度の実績は 67.7%です。 

 

（小林委員） 

 分かりました。残り３割強ほどの、働きやすい職場だとは思わない人たちの割合について、

より細かいデータはありますか。 

 

（事務局） 

 細かいデータは手元にありませんが、働きやすい職場だと思わない、否定的な回答をした

方にはその理由を質問しており、そのうち「よい人間関係を築き、協力して働くために相談

できる同僚や上司がいない」が、否定的な回答のうち４割弱を占めていました。そのほか、

「年次有給休暇が取得しづらい」と回答した方が３割５分ほど、「ハラスメントがある」と

回答した方が３割ほどいました。 

 

（小林委員） 

 私も勤務歴が浅い頃は年次有給休暇が取りにくいと思うこともありましたが、近年、年次

有給休暇の年５日取得義務化など、働き方改革や、取得しやすい雰囲気、環境づくりが少し

ずつ進んでいると思います。その中で先ほどお話があったとおり、まだ企業によっては有給

休暇の取得が難しい状況だという声もありますので、引き続き、ワーク・ライフ・バランス

について注視してほしいと思います。 

 

（小池委員） 

 ワーク・ライフ・バランスについてですが、現在はワーク・イン・ライフという、ライフ

の中でのワークという考え方が広まっているので、そうした観点でも考えていただけるとあ

りがたいと思います。 

 また、「令和５年度の主な取組と実績」の４点目にある、にいがたっ子すこやかパスポー

トや、赤ちゃんの駅などの取組は、重点戦略７の内容ではないでしょうか。確認をお願いし

ます。 

 「課題と今後の展開」の２点目についてです。子育て世代の精神的な負担の軽減だけなく、

実質的に休みが取れる仕組みを作っていただきたいです。精神的な負担のみが押し出される
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と、仕事と家庭生活の両立は気持ちの問題だと捉えられるおそれがあるので、休みを取得で

きるよう、仕組みを整えることを意識していただけるとありがたいと思います。 

 

◆重点戦略９ 脱炭素・循環型社会の実現 

（菅原委員） 

 脱炭素関係について、実績・評価ともに良好な状態なので、引き続き取り組みを進めてい

ただけるといいと思います。 

他の指標にも共通することですが、指標の目安ラインはどのように設定しているのでしょ

うか。厳しくすると評価は下がるし、甘くすれば上がるので、統計的な処理や希望的な観測

など、決め方をお聞きしたいです。 

 

（政策調整課長） 

 資料６ページに目標設定の考え方を記載していますが、策定時点に現状値を設定し、計画

４年目に中間目標、８年目に最終目標を設定しています。４年ごとの目標数値のほか、年度

ごとの進捗状況を評価するため、中間目標から逆算した参考目標値として１年ごとの目安ラ

インを設定しています。重点戦略９の政策指標「市域から排出される温室効果ガスの削減量

（平成 25 年比）」についてですが、最終目標は「国の削減目標（△46％）以上」、中間目

標は「現状値より削減」と設定しており、年度ごとの目安ラインも、策定時点（現状値）よ

り削減と設定しています。また、「１人１日あたりごみ総排出量」も目標値から逆算して、

年度ごとの目安ラインを設定しています。 

 

（小倉委員） 

 新潟市は海岸線がとても広く、漂着ごみも多いと思います。現在、海岸清掃活動が非常に

盛んになっていると思いますが、漂着ごみも含めたごみの活用や、循環型社会の実現に関す

る取り組みを教えてください。 

また、漂着ごみの量が多く、処理費用が市の財政などに負荷をかけているといった事情は

ないでしょうか。 

 

（廃棄物対策課長補佐） 

 海岸清掃活動について、市では、各区役所で事業として実施しています。また、多くの市

民や団体によって、独自に実施されています。 

 各区役所で実施する清掃活動ではごみを清掃センター等に搬入していますが、処理の部分
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では大きな負荷はないと認識しています。 

 

◆重点戦略１０ 安心・安全で災害に強いまちづくり 

（平井委員） 

 １月１日の能登半島地震を受け、学校からの防災に関する出前授業の依頼が非常に多くな

っています。複数の小学校において、震災以降は給食の残飯が１、２割増えており、防災士

が授業に来ると知ったらまた１割ほど増えたという話を聞きました。子どもたちには防災の

話が恐いと感じられるほど、未だに心の傷が非常に深く残っているのだと感じています。授

業後、個別に児童に話を聞いたところ、防災というとまず難しい、そして恐いと感じるそう

です。携帯やテレビ、ラジオ等で流れる警報音や、それに近い音でも聞くと体が震え出すと、

私に教えてくれたのが非常に印象に残っています。担任の先生や地域教育コーディネーター

の方もこの状況を知らなかったとのことです。震災による心の傷のケアについて、対策を考

えていれば、教えてください。 

 

（丸山教育次長） 

 スクールカウンセラーを各学校に配置しておりますが、災害に限らず、子どもが心に傷を

負うような出来事があった場合、カウンセラーの配置を臨時的、緊急的に集中させるという

対応を取っています。子どもたちの様子を丁寧に見て、子どもたちがどんな困り感を持って

いるか聞き取り、それに応じた対応を行っています。また、揺り戻しのように、出来事を思

い出して心の傷を深めてしまう子どももいるため、事態の直後だけでなく、１か月後どうな

っているかなど、より長い期間で考えてスクールカウンセラーを配置しています。 

 

（こども未来部長） 

 保育園などの施設では、子どもたちへの地震の影響は確認できておりませんので、給食や

お昼寝の様子などを確認していきたいと思います。 

 

（平井委員） 

 児童に話を聞いたところ、震災による心の傷については、両親や学校の先生にも言えない

と話していました。地域教育コーディネーターの方からも、児童に直接聞いても教えてくれ

ないと聞いており、難しい問題だと感じますが、子どもは地域の大事な宝です。時間がかか

ってもいいので、対策方法を考えていただきたいと思います。 

 



 - 10 -

（田中 みちよ委員） 

 資料 24 ページの「主な取組と実績」の４点目にある、冬季間の安心・安全な道路交通を

確保するため、ＡＩ技術を用いた路面判定システムを全区で導入しているという部分につい

て、ＤＸ化の期待も大きいところで、とても頼もしいと感じています。 

また、その次の行にある「にいがた雪の日辞典」がとても分かりやすい内容で、非常に良

かったと思っております。高齢化という問題も背景にあり、雪の処理は新潟市がやってくれ

るものだといった考えをお持ちの住民も多いと感じております。雪かきを通じてお隣やお向

かいと声を掛け合う機会が生まれ、地域のコミュニティが形成されていきます。この「にい

がた雪の日辞典」では、冬の新潟の原風景でもあるそうした地域の助け合いが良い形で書か

れており、雪は自分たちで片づけようという気運が高まったと感じております。 

 続いて「課題と今後の展開」における液状化対策についてです。今回の能登半島地震によ

る液状化の被害では、本当に多くの方々が被災し、今も大変な思いをなさっていることを実

感しています。新潟地震で液状化した地域が、今回も震度５強や５弱で液状化しており、液

状化は止められない自然現象です。今後、液状化対策を行ったとしても、完全な安全性の確

保は難しいのではないかと私たち建築士は考えております。非常に厳しい言い方ですが、ど

んなに建物を頑丈に造っても地盤は取り替えることができません。地盤の強化についても、

多大なコストが掛かりますし、その地点だけ強化しても根本的な液状化対策にはなりません。

地盤高図やハザードマップの公開は防災面でとても役立っています。被災した今こそ液状化

をはじめ地盤に関する情報を、さらに発信すべきタイミングなのではないかと考えておりま

す。 

 

（危機管理監） 

 液状化しやすい地域については、国土交通省による「液状化しやすさマップ」をホームペ

ージ等で周知してきましたが、ほかにも津波など様々なハザードマップがあります。今回の

震災を受けて市民の方々から様々なご意見をいただいていますので、ご意見を踏まえながら、

市民の皆さまによりよく知っていただけるようなハザードマップ作りをしていきたいと考え

ております。皆さん現在お住まいの地域に愛着を感じていますので、どうしたら安心して生

活していただけるか、今後も考えていきたいと思います。 

 

（田中 みちよ委員） 

 重点戦略７の「課題と今後の展開」２つ目の１行目に、「地域課題を踏まえた総合的な学

習」というキーワードがあります。学校教育の中で液状化に関するメカニズム等を教え、子
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どもたちに地盤知識の種まきをすべきと感じています。総合学習のカリキュラムはほぼ埋ま

っており、建築士が子どもたちと関わる機会が設けられないという実態はありますが、可能

であれば、ぜひ私たち建築士に出前授業等をさせていただきたいと思っています。 

 具体的に子どもたちに伝えたい内容としては、まず住宅の耐震化です。改正建築基準法が

施行されますので、省エネや、耐震化に関してはどんどん強化されていきます。今後は省エ

ネ効率の高い新築住宅が提供されることは間違いありませんが、中古住宅に関してはそうい

った対応にはなりません。空き家問題や既存住宅の活用という課題に取り組むためにも、な

により安全で快適な住まいの必要知識として、子どもたちに耐震教育、省エネ教育等は大切

であると考えております。 

 

（丸山教育次長） 

 総合的な学習の時間と防災教育はとても親和性が高いと思っています。実際、総合的な学

習で防災教育を学んだ子どもたちが、地域の防災訓練に積極的に参加するという場合があり

ます。また、中学生の総合学習におけるスローガンや「めあて」の中に、自分たちは弱い存

在ではなく、地域の人を守る存在なのだという言葉があります。中学生になると心身ともに

成長し、大人のように動くこともできるので、地域を救う存在なのだと示している学校もあ

るのです。今後、そういった親和性の高さを総合的な学習で生かしていく学校が増えていく

ことを私たちも願っています。 

 

（小林委員） 

 冬季間の安心・安全な道路交通の記載について、ＡＩを活用した除雪体制の整備は、今後

ますます発展していく内容かと思いますので、取り組みを続けてほしいと思います。 

 １月１日の能登半島地震について、私も４月に珠洲市にボランティアに行きました。道路

状況もさることながらライフライン、水、電気は４月でも復旧していないという話が非常に

多くあり、中でも、震災後、非常に困ったことの一つがお手洗いではないかと思いました。

様々な自治体からトイレ一体型の車両が来ており、実際に運用されている様子をよく見まし

た。災害に強い地域づくりに向け、防災・減災に取り組むということですが、災害はいつ来

るか分かりませんし、被害を完全にゼロにすることも難しいと思いますので、実際に災害に

遭った際に強い地域づくりも必要だと思っております。その中で、トイレ一体型車両など、

災害用トイレの設備や状況について教えてください。 
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（危機管理監） 

 災害用トイレについて、一般的な避難所には、一人あたり二日分の使い捨て簡易用トイレ

を用意しています。また、仮設トイレについては、企業との災害協定により、発災後に持っ

てきていただける体制を整えています。そのほか、公園などを造る際、マンホールトイレな

どを設置することとしています。 

 

（小林委員） 

 簡易トイレは時間が経過すると臭いがきつく、非常に使いにくい一面もあるので、今後、

災害用トイレの設置にあたって検討のひとつとしていただければと思います。 

 

（田中 理絵委員） 

 トイレに関して企業との協定の話が出ましたが、今回、私たち社会福祉協議会も災害ボラ

ンティア運営を通して協働させていただきましたし、現在も被災された方への支援が多岐に

わたることを実感していることと思います。改めて、様々な団体との協定について、お考え

いただけるといいと思います。 

 

○資料４～５について事務局から説明 

 

（西原部会長） 

 ありがとうございました。資料４、資料５につきまして、委員の皆様からご意見、ご質問

がありましたらお伺いします。 

 よろしいですか。ありがとうございました。 

 それでは、議題は以上となります。専門的な立場から重点戦略についてご意見をいただき

ました。たくさんのご意見をいただきありがとうございます。この意見を基に、新潟市の事

務局のほうでぜひこれを反映させ、今後に活かしていただければと思っております。 

 最後、皆さんから何かありますか。 

 

（田中 みちよ委員） 

最初の人口についての質問です。資料２の２ページ、グラフ４に、「引っ越し手続オンラ

インサービスの利用が増えており、移動理由の把握が困難になっている」と記載がありまし

た。移動理由が「その他」になってしまうと一番知りたいことを掴むことができません。せ

っかくＤＸ化された、良いツールができたにも関わらず、それが統計に活かされないのは大
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変残念なことです。今後もこの状態のままなのでしょうか。 

 

（政策調整課長） 

 新潟県内の市町村の窓口で手続きする場合は理由を確認していますが、国のオンラインサ

ービスを利用すると理由を入力する欄がないため「その他」となってしまう状況です。さら

に現在、システムの全国的な標準化が進んでいる関係で、他の理由も含めて把握が難しくな

ると聞いています。委員ご指摘のとおり貴重なデータなので、県もそれに替わる別の手段の

検討を進めていると聞いておりますが、新潟市としてもどういった形で把握ができるのか、

今後県とも協議し、動向を注視していきます。指標の設定にも関わるため、今後、どういっ

た動きになるかは改めて報告させていただきたいと思います。 

 

（西原部会長） 

 ありがとうございました。よろしくお願いします。 

 改めて、こういった意見は今後の取組みの中で活かしていただければと思います。 

 それでは、進行を事務局にお返しします。 

 

（司 会） 

 皆様ありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして令和６年度新潟市総合計画 2030 有識者会議、住民福祉の向

上部会を終了いたします。本日は長時間にわたりありがとうございました。 

 


